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第５章 フィリピンにおける省エネルギーの取り組みと組織体制 
 
（*）本章の 5-1 の記載は 2008 年 3 月『フィリピン共和国省エネルギー分野プロジェクト形成調査報告書』より引用し、2010

年 2 月の詳細計画策定調査の結果を反映し必要箇所をリバイズしたものである。 

 
５－１ 国内組織体制 

（1）フィリピンにおける省エネルギーステークホルダー相関図 
同国における省エネルギー活動にかかわるステークホルダーの関係は図 5-1 のようであり、

各機関において個別に努力がなされているものの、方向性が一致しておらず、協調不足であ

り、国として包括的な枠組みが必要である。 

省エネについては DOE のほかにも DOST-PCIERD、DOST-ITDI、更には運輸セクターも含

めると運輸通信省（Department of Transportation & Communications：DOTC）等、複数の省庁

や多岐にわたる機関が関係している。DOE は政策、技術のプロモーション（主に大企業が対

象）、DOST は中小企業が対象で技術により依存しているというデマケである。 

組織体制全般での問題は省エネにかかわる省庁横断的なプラットフォームが存在していな

いこと、また民間組織の大半が DOE の管轄にない（法的根拠がない限り影響力が及び難い）

ことが特徴である。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 
TA：Technical Assistance  

出所：Professor Nagayama, Kyoto University. 

 

図５－１ フィリピンにおける省エネルギーステークホルダー相関図 

 

省エネ政策は DOE-EECD がまとめて対応することになっている。ただし、各部門に省エネ

活動に協力する機関は存在する。例えば CFL では NGO（Switch on movement）、運輸関係で

は Fuel energy run（Car assembling manufactures association：自動車組立協同組合）、PNOC、
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emission テストをする団体などが協力者である。その他 ENPAP、EDUFI、シュブロン、NGO

（Energy conservation of the Philippines）等がある。 
 

（2）エネルギー省（Department of Energy：DOE） 
エネルギー分野の監督官庁である DOE において、省エネルギーの政策、法制度に係る担

当部署は、エネルギー利用管理局（Energy Utilization Management Bureau：EUMB）の省エネ

ルギー部（Energy Efficiency & Conservation Division：EECD）が担当している。DOE の職員

は合計 581 名（2010 年 2 月時点）であり、EECD は 17 名の職員（うち 16 名が技術者、1 名

は事務系職員）の陣容となっている。EECD は更に技術促進・評価課（Technology Promotion 

& Assessment Section）とエネルギー管理報告課（Energy Management Advisory Section）に組

織上、分かれている。前者は、政策立案、エネルギー消費量のモニタリング、啓発普及活動、

プロジェクト運営を主業務とし、後者はエネルギー診断、並びに研修業務を行っているが、

実際には両課の職員が組織の垣根を越えて幅広い業務を担当している。 

このほか DOE には、省エネルギーに関連した局として、フィリピンエネルギー計画

（Philippine Energy Plan：PEP）の作成を担当し、エネルギー政策を立案するエネルギー政策

計画局（Energy Policy and Planning Bureau：EPPB）、規制緩和、民間資本の導入が進められて

いる電力分野での設備計画、並びに地方電化事業等を担当する電力管理局（Electric Power 

Industry Management Bureau：EPIMB）がある。EUMB-EECD は上記関連部局と緊密に連携し

ながら、省エネルギー政策、法制度の整備を進める必要がある。 

さらに、DOE 付属の研究所として、電気製品試験所（Lighting & Appliance Testing 

Laboratory：LATL）がドナー（UNDP、GTZ、世界銀行、GEF、USAID）の支援により設立さ

れている。LATL では、空調機、冷蔵庫、照明機器（蛍光灯、バラスト）の効率試験を実施

しており、2003 年には DTI-BPS からコンパクト蛍光灯（CFL）の公認検査機関として認証を

受けている。40 万ドルの EECD の年間予算内訳（2010 年 2 月入手）は政府からのプロジェ

クトと、locally funded project のものとの両方がある。 

DOE の組織図を図 5-2 に示す。 
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出所：DOE 

図５－２ エネルギー省（DOE）組織図（2010 年 2 月） 
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（3）科学技術省（Department of Science and Technology：DOST） 

1） DOST-PCIERD 
DOST のフィリピン産業・エネルギー研究開発会議（Philippine Council for Industry & 

Energy & Research and Development：PCIERD）は、政府及び民間部門の代表から構成され、

開発プロジェクトを独自に、または工業技術、エネルギー、公益事業分野の技術を推進す

る他の政府機関や民間の主体を通じて担ってきた。PCIERD は、特にエネルギーの研究開

発及び利用を担っている産業に対して、技術・資金援助を提供している。PCIERD では、

製造業を率いる業界団体であるフィリピン産業連盟（Federation of Philippine Industry：FPI）
の協力の下、中小企業（鋳物、セメント業界）への省エネ推進活動、ベスト・プラクティ

スの共有を行っている。PCIERD には 60 名の職員が在籍している。30 名がエンジニアで、

うち 7 名がエネルギー診断士である。PCIERD の組織図は以下のとおり。 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 

 
出所：DOST PCIERD 

 

図５－３ DOST-PCIERD 組織図 
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これまでの省エネ分野における活動としては、以下のとおり実施している。 

① 商業ビルのモデリング・デザインに関するガイドライン策定 
② セメント工場、砂糖工場におけるエネルギー管理（省エネ診断） 

③ 高効率照明、エアコン、冷蔵庫のエネルギー効率測定の技術支援 
 

エネルギー診断の対象企業は業界団体（FPI 及び業界別団体）と協議をして、推薦を受

けた企業に行う。 

PCIERD では、個別企業の省エネ診断ではなく、業界団体レベルでのベンチマークデー

タ収集を目的に診断しており、診断費用も徴収していない。また、PCIERD は診断のため

のエンジニアを民間企業や DOST-ITDI から召集し、診断チームをコーディネートする役割

も果たしている。PCIERD は業界と協働し、エネルギー効率のためのベンチマークスタデ

ィ、セミナーなど啓発普及（dissemination）活動を行っている（業種別のベストプラクテ

ィスやベースラインデータをつくろうとしている）。 

日本からの協力では、PCIERD は、JETRO から過去 8 年にわたり専門家の派遣の受入れ

を行っているほか、海外技術者研修協会（AOTS）、省エネセンター（ECCJ）の制度も利用

している。現在 DOST-PCIERD で、注力しているのは 15 の地域レベルでのエネルギー診断

を行える人材の育成である。DOST-PCIERD は、エネルギー診断をした後の企業が実施に

設備を購入できるように金利ゼロの soft-loan プログラムを用意している。上限は 100 万ペ

ソで、DOST は省エネ効果を図るための ROI の計算も行う。 

DOST-PCIERD から国際援助機関への要望事項は①長期専門家の派遣、②エネルギー診

断テストセンター（SMEへのpackaging センターはある）、③データ収集システム、④DS－

蓄電池などの新しい技術による夜間電力〔MERALCO の時間帯別割引料金制度（TOU）料

金〕の有効活用である。 

 

2） DOST-ITDI 

DOST には研究開発機関として工業技術開発研究所（Industrial Technology Development 
Institute：ITDI）があり、エネルギー変換技術・システム、工業プロセスのエネルギー効率

化、技術交流・取得に関する R&D を担っている。また、エネルギー分野では再生可能エ

ネルギーの利用促進、バイオマス利用等と併せて、1999 年よりエネルギー診断を開始（当

初は SIDA 及び UNEP、近年は JETRO の支援）し、これまで 100 社以上の個別企業を対象

に省エネ診断を実施している。現在は、食品加工業界、鉄鋼業界、鋳物業界を対象にベン

チマーキングをプロジェクトとして実施しているところである。 

ITDI は合計 20 名の職員を有し、これまでに MERALCO、セメント工場、製鉄所、食品

工場等で診断を実施した経験がある。省エネ診断は有料（7,500～9 万ペソ、ボイラーの診

断は 1 万ペソ、ユニリーバのケースでは 4 年間で 7 万ペソを徴収した）であり、職員のう

ち 10 名は診断可能な技術力を有しているとのことである。エネルギー診断自体は 1989 年

に始め、現在はマラカニアン宮殿、MERALCO、アヤラグループのマニラ－ウォーター、

ユニリーバなどの大企業や組織などへの省エネを行う（MERALCO は電気系には詳しいが、

機械系には疎いため、仕事が多くある）。 

業務の内容により当該部署の他の部門からもスタッフを集めプロジェクトを行う。 
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エネルギー診断士の訓練はもともとインドの生産性センターで受けていたが、近年は

ICETT、ECCJ（2 週間のトレーニング）から受ける。 
エネルギー診断をして、リコメンデーションや報告書を作った後のモニタリングが課題

となっている（特に事後サーベイはしていない）。エネルギー診断を終えた会社は ITDI が
「修了済み」のシールを貼る（certificate）。 

エネルギー診断の費用は国に入ってから、一部、診断士に支払われる。 
ITDI も 7 つの national office があり、そのうち 5 つの region に 10 名ずつのエネルギー診

断士（大学関係者も含む）を配置している。 
フィリピンの ESCO は何かの分野に特化して、すべての分野をカバーしたエネルギー診

断ができないが、ITDI は機材を持つこと、また、多くの分野をカバーできることが強みと

なっている。 

DOST の組織図を図 5-4 に示す。 
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出典：DOST ホームページ 

（http://www.dost.gov.ph/index.php?option=content&task=view&id=102#orgstruc） 

（http://www.dost.gov.ph/orgcharrt%20img.jpg） 

 

図５－４ 科学技術省（DOST）組織図 
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（4）貿易産業省（Department of Trade and Industry：DTI） 

DTI の BPS（Bureau of Product Standards）は、工業製品の安全を確保するため、①標準の

設定（特に産業用）、②機器の検査（testing）、③承認（certify）を行う機関である。その他、

省エネに関しては省エネラベリング制度〔エアコン（ウインドータイプ）、冷蔵庫、CFL〕を

担当している。エネルギー効率については、DOE に対し BPS が協力する形であり、DOE の

ラボが検査を実施するための標準類の設定、並びに安全基準について承認を行っている。BPS
の試験機関（Testing laboratory）では安全性（Safety）のチェックのみを行い、証明書（certificate）

を発行する。Safety 以外の効率性のテストを行うラボは DOE（FATL）、IIEE（Integrated Institute 
of Electrical Engineers）、SEALS（民間）等いくつかある。SEALS は安全性（Safety）+パフォ

ーマンス（Performance）+最小エネルギー保証基準（Minimum, energy performance standard：
MEPS）の 3 つをテストするが、証明書（certificate）は発行できない。 

 
（5）フィリピンエネルギー効率専門家協会（Energy Efficiency Practitioners Association of the 

Philippines, Inc.：ENPAP） 
DOE-EUMB のエネルギー管理基本訓練コースを修了したエネルギー管理者、エンジニア、

コンサルタントの全国的組織であり、エネルギーの管理、開発、効率的利用に関する情報交

換の場として機能している。現在では、300 社以上の個人技術者、約 15 社の企業が会員とし

て登録されている。同協会は、特に産業界におけるエネルギーの生産性及び効率化の推進で、

DOE と緊密な協力関係にある。また、ENPAP ではエネルギー診断を受注し、各企業にエン

ジニアを派遣している。 

なお、欧州委員会では、ASEAN 各国でエネルギー管理士制度を立ち上げるため、ACE

（ASEAN Center for Energy）に無償資金協力を提供し、各国の NGO を C/P として、2010 年 2

月から 2 年間で実施される予定である（Asian Energy Managers Accreditation System：AEMAS）。

フィリピンでは、ENPAP が事務局となり、制度構築やエンジニアの訓練等を担当する予定で

ある。 

メンバーは 535 名の個人メンバーと 125 名の終身メンバーがいる（2 年前より増加）。 
・同協会内には以下のコミッティがある。 

1） Education, Training & Consultancy 

2） Policy & Advocacy 

3） Business Management 

4） Audit & Inventory 

5） Membership 
・各専門家（多くは本業を別にもっている）が例えば Lighting で 2～3 名、H-bulb（電気技師）

で 3～4 名、ボイラー/furnace で数名という陣営である。プロジェクトに応じて resource 
person を集める。 

・トレーニングコースは以下 9 つ。 
1） Sustainable Energy Management 

2） Economic & Financial Evaluation 

3） Advanced Energy Management 

4） Energy Audit 
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5） HVAC System Audit 

6） Renewable Energy for Industries 
7） Power Monitoring 

8） Energy Monitoring & Target Setting 
9） Energy Technology Conference 

 
上記のうち 1）～5）と 9）は、毎年 12 月にセミナーを開いている。 

ENPAP のセミナーは高価なものではなく、メンバーで 5,000 ペソ、ノン・メンバーで 7,000
ペソを徴収する。 

ENPAP の問題は自前で機器をもてないことである。ITDI から借りようとしてもスケジュ

ールがあわないこともあり、現在は、本業のペトロンから借りて持ってくることもある。ま

た年 4 回の会議のための費用は現在、資金不足である。 
ENPAP は UNIDO プロジェクトに関しては 1st Component では大企業、中小企業の調査を

行うほか、産業における省エネをサポートするために政策、制度フレームワークを研究する。

2nd Component ではターゲットセクターのベースラインのプロジェクトとその現在の運営方

式について研究を行う。PELTMATP プロジェクトに関しては EELs（energy-efficient lighting）

トレーニングモジュールほかの文書によって、唱道（advocate）活動をサポートする。具体

的には Technical seminar トレーニング、シンポジウムを行う。その他 Energy Audit Handbook：

“Energy Audit Guidebook for Water Utilities in the Philippines”を編集している。 

 

（6）フィリピン省エネルギーセンター（Philippine Energy Conservation Center, Inc.：PECCI） 

商工企業におけるエネルギー利用慣行の節約を推進する設計、エンジニアリング、コンサ

ルタントの各企業を会員とする民間財団であり、創設者の大半は ENPAP の出身であった。

PECCI は、特に全国エネルギー週間中、DOE と ENPAP の活動に参加している。また、USAID、

UNESCO、国連アジア太平洋経済社会委員会（UN-ESCAP）の支援により、エネルギー、省

エネ、効率化に関する国内・国際会議及びセミナーを組織してきた。 
ここ 2 年間はあまり Active に活動していないが、On call base でエネルギー診断を行ってい

る。2 名の VP（Vice President）、Eternal Affairs、Internal Affairs のメンバーが 1 名ずついる。

年間 10 件程度のプロジェクト数で、無償で Audit を行うこともある。 

エネルギー診断は商業ビル、産業プラントについて行う。最近では 2 つのセメント会社の

機器の取り替え（retrofit）にかかわる energy audit（第 2 フェーズ）が終わった。 

フィリピン大学（UP）の National engineering center で energy audit の特別コースにつき、教

育省と折衝中である。 

PECCI は 2009 Don Emilio Abello energy efficiency award の選定メンバーでもある。 

ENPAP と PECCI の違いは、ENPAP は主にトレーニングとセミナーを行うが、PECCI はプ

ロジェクトベースで動くことにある。 
 

（7）エネルギー開発・利用財団（Energy Development & Utilization Foundation, Inc.：EDUFI） 
EDUFI は民間企業であるが、DOST の支援を受けて、1990 年に政府により設立された。

EDUFI の活動としては、エネルギー開発、利用、省エネに関する情報発信、コンサルティン
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グ、研究開発、トレーニングなどを実施している。主な技術分野としては、再生可能エネル

ギー、省エネ、コジェネレーション等が含まれる。 
財団は non-stock の財団である。活動資金は民間企業（PNOC、MERALCO、エンジニアリ

ング企業、アルストム、石油業界組合、トランスアジアオイルなど）からの会費、外部のプ

ロジェクトの受注で賄っている（受注プロジェクトは 2010 年 2 月現在、動いていない）。同

財団の活動は理事長、副理事長、秘書、メッセンジャーと少数であるが、その他プロジェク

トベースで人を集めることになる。DOE、DOST も同財団の永久会員（Permanent seat）であ

る。 
 

５－２ 国際機関・各ドナーの協力状況 

（1）国際機関の支援マトリックス 

国際機関を含めた省エネ問題に対する現状の施策は、以下のようである。 
 

表５－１ 国際機関の支援傾向 

JICA 本格調査に係る 

フィリピンにおける省エネ

問題 

ADB 

PEEP 

（2008-2012）

UNDP/GEF 

PELMATP 

（2004-2010）

UNIDO 

 

（2010-） 

ACE/EC 

AEMAS 

（2010-2012）

（1） エネルギー法の不在     

（2） 全国的に統一された

IEC 

CFL の普及啓発 CFL の普及啓発 省エネのデモ

ンストレーシ

ョンプロジェ

クト 

 

（3） エネルギー診断士、

管理士の国全体のシ

ステム確立（認証シ

ス テ ム の 導 入 を 含

む） 

   ASEAN におけ

るエネルギー

管理士制度の

構築（ ENPAP

がフィリピン

の C/P） 

（4） エネルギー診断士、

管理士の教育の訓練

のための訓練センタ

ー 

    

（5） 政策の立案のための

エネルギー消費デー

タ不足 

    

（6） 省エネを促進するた

めの市場メカニズム

（ESCO の生成） 

ESCO の認証

について検討

中 
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（7） 省エネファンドなど

省エネ活動促進のた

めの金融メカニズム

の不在 

ADB が Super 

ESCO 等を生

成するプロジ

ェクトを展開

中 

   

（8） その他     

 

（2）わが国関連機関の動向 
経済産業省は、重点協力地域である東アジアへの技術協力について①知的財産権の保護、

②基準認証の制度整備・共通化、③物流の効率化、④環境・省エネ、⑤産業人材育成の重点

5 分野を定めている。省エネについては、経済開発を優先するために環境問題、エネルギー

消費の増大に直面している途上国が多く、わが国は省エネに関し国際競争力を有する当該分

野の技術・ノウハウを生かした協力を実施することとしている。また、アジア標準の推進項

目として「エネルギー管理士制度構築支援、省エネガイドライン策定支援等」を掲げている。

フィリピンにおいては、グリーンエイドプラン（GAP）政策対話を受けて日本貿易振興機構

（JETRO）がエネルギー管理士制度構築支援を実施している。これまで食品加工業、鉄鋼業、

鋳物業に対してエネルギー管理士制度・エネルギー監査手法導入を実施している。海外技術

者研修協会（AOTS）でも毎年省エネの研修を実施している。 

（財）国際環境技術移転研究センター（ICETT）もフィリピンにおいて、エネルギー診断

活動を行っている。同財団のフィリピンにおける主な活動は、DOST の地方管区から推薦を

受けた中小企業（食品企業が多い）に対して省エネの指導を行うことである。例えばドライ

マンゴーの加工業者に対してクリーナープロダクション（CP）の技術指導（アセスメントと

モニタリング）を行う。実施後ディーゼル消費量の大幅な削減がみられた。本指導は技術指

導のみで実際に機器を供与することはない。実際、診断を終えた後でも、資金不足のために

実施を見送った例もある。成功事例をモデルケースとして、横展開を図ろうとしている。 

 

（3）世界銀行（WB） 

国際金融公社（IFC）/WB は Clean Tech Fund をつくり、これが民間の銀行を通じて Bank of 
Philippine Island 経由で再生可能エネルギーと省エネプロジェクトに支出される予定である。 

 

（4）アジア開発銀行（ADB） 

1） フィリピンエネルギー効率計画（ADB-PEEP）の進捗 

予算は合計で 4,650 万ドル。そのうち、ADB は 3,110 万ドルを拠出し、日本は CEFPF（Clean 

Energy Financing Partnership Facility）を通じて 150 万ドルを拠出している。 
ADB-PEEP の予算内訳状況は表 5-2 のとおり。 
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表５－２ Project Investment Plan 

（$ Million） 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 

 
出所：ADB 

 

① 構成要素１（Component 1）：照明効率化計画（Efficient Lighting Initiative） 

サブ構成要素 1.1 政府官庁における照明の取り替え（1.1 Retrofit Government Office 

Buildings） 

・DOE は 41 の政府機関をプロジェクトの裨益者と認定した。 

 

サブ構成要素 1.2 国家住居照明化計画（National Residential Lighting Program） 
・供給元は 500 万個の小型蛍光灯（CFL）（3 ロットのうちの 1 ロット）の配給を完了

した。 

・推定約 100 万個の CFL が、クレームセンター、あるいは実際業務のサービスプロバ

イダ（LSP、これは NGO）を通じた流通センターを通してユーザーに配布された。 

・CFL は以下の配電会社によって同様に配布された：ビサヤ電力会社（25 万個）、ダ

バオ動力照明会社（20 万個）、カガヤン電力会社（10 万個）。 
・ロット 2（CFL 400 万個）とロット 3（CFL 400 万個）は現在、予算と管理部門（DBM）

の調達事業部によって DOE の主導で調達過程にあるが、国家電化庁（NEA）を通

して配布する。その他 25 万ドルの LED プロジェクトもある。 

 
サブ構成要素 1.3 公共照明の取り替え計画（Public Lighting Retrofit Program） 

・照明システムと公共事業の請負人の調達・選定は現在入札過程のもとにある。 

・計画は、カガヤン=デ=オロ市（CDO）、バギオ市、ケソン市及びマニラ市の市役所

を含む機関により支援されている。 
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・CDO の場合：街頭の識別と特定をするための完全なデータ；入札のための事項（TOR）

の検討 
・マニラとケソン市の場合：DOE は、識別と仕様を含む水銀灯（MVL）の街頭のリス

ティングを MERALCO に要請している。 
 

サブ構成要素 1.4 エネルギー効率のテストとランプの廃棄物処理の管理（Energy 
Efficiency Testing and Lamp Waste Management） 

・ERTLS（Energy Research Testing Laboratory Service at DOE）からまだレポートが更新

されていない。 

 
入札はこれからであるが、本スキームにおいて CFL の水銀処理をする会社（ドラーメト

リックス）が１つある。ADB のプロジェクトでは処理施設を ADB のローンで造り、ドラ

ーメトリックスが管理・運営を行うというものである。 

 
 

② 構成要素 2（Component 2）：建築物と産業における効率化計画（Efficiency Initiatives in 

Buildings and Industries） 

サブ構成要素 2.1 スーパーESCO（2.1 Super ESCO） 

・関係会社の設立は「フィリピン・フィナンシング・エネルギー・サービス・カンパ

ニー（PFESC）」という法人名の下で現在進行中である。 

・同プロジェクトの計画を支援するなかで、DOE は、政府ビルと民間の産業部門の双

方において ESCO の仕事を遂行するために PFESC によって実施される予定の

“Private Energy Service Companies”の資格検定（Accreditation）準備作業に着手する

予定である。 

 

スーパーESCO の仕組みは、以下の図 5-5 のようなメカニズムである。 
現在、民間の ESCOの市場が小さいことから、病院、学校など公的機関を顧客の 80％、

民間を 20％として、Super ESCO を立ち上げる。Super ESCO は政府からローンを借り

るが、実際の業務はいくつかの Private ESCO に業務委託し、ローンも on-lending を行

う。公的機関が必ず Super ESCOを使うように AOを DOEとともにドラフト中である。

予算は 800 万米ドル、これには ESCO のキャパシティ・ビルディングも含む。 

Super ESCO が使う Private ESCO の認定プログラムについては議論中であるが、現

時点で認定制度をつくると、同じ仲間同士の ESCO 会社だけが入ってしまい、新規参

入を妨げかねないリスクがあるので、現在はプログラムをつくるべきでないという見

方が強い。 
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出所：ADB 

図５－５ ADB による ESCO 市場形成のための企業モデル 

 

サブ構成要素 2.2 建築物の効率化計画（2.2 Efficient Building Initiative） 

・環境保護的な建築技術の促進：建物を新しくしたり改造したりするにあたり、環境

にやさしい建築の評価システムを開発すること 

・コンサルタント会社のサービスの調達のために委任事項（TOR）を準備し入札を行

った。 

 

③ 構成要素 3（Component 3）：普及啓発活動（Communication and Social Mobilization） 

サブ構成要素 3.1 高効率電灯の普及促進（3.1 Communication for Efficient Lighting） 

・公共事業の獲得のため Bidding Award に入札文書が提出された。この部分（150 万ド

ル）については CEFPF を通じて日本から拠出金 

 

サブ構成要素 3.2 日常生活における効率化の普及啓発（Promoting Efficiency in Everyday 

life） 
・特に進捗なし。 

 
④ 構成要素 4（Component 4）：プロジェクトの実施支援（Project Implementation Support） 

・タイの IEC；SRC をコンサルタントとして活用。 
 

2） ADB によるフェーズⅡのプロジェクト 

次のステップフェーズとして、フェーズ 1（4,150 万米ドルのプロジェクト）を成功させ

た後、フェーズⅡに進む。1 億 2,500 万米ドルを Multi‐tranche‐financial（日本の JSF も

含む）で調達し、太陽光、小水力、トライシクルの電化などの分野に広げようとしている。

このローンは既に承認されている。 
オーストラリアでは郵便局のバイクが電気化されていることから、フィリピンでもトラ

イシクルを電化することを計画している。初めは 20～30 台でパイロットを始める（日本
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政府から 200 万ドルの grant も考えている）。小水力プロジェクトも EPIRA の下では新規投

資ができないことになっているので、PNOC の下で再生可能エネルギー会社をつくって進

めることになる（DOE は直接資金を借りられないので、その会社を通して借りる）。 

 
3） CFL とクリーン開発メカニズム（CDM） 

政府官庁における照明の取り替え（Retrofit Government Office Building）については CDM
化を考えている。 

 
4） ADB の事業の進め方についての基本方針 

本プロジェクトに関するフィリピン側の拠出金 500 万ドルは VAT の免除措置を行いつつ、

CFL ランプを配ろうというものである。 

ADB の基本方針としては、なるべく現行の法律や規制を迂回（By pass）して、早期の効

果が期待されるプロジェクトを実行していく予定である。 

 
（5）国連開発計画（UNDP）/地球環境ファシリティ（GEF） 

PELTMATP（Philippine Efficient Lighting Transformation Project）は 2004 年に GEF によって

承認され、2005 年から開始された。当初 2010 年 4 月に完了する予定であったが、Component 

2 及び 3 の作業が若干残っているため、2010 年 12 月まで延長された。総額 314 万米ドル。同

プロジェクトには 5 つの Component がある。 

 

1） Policy 

当初は高効率電灯に関する National Building Code をとろうとして DPWH（Department of 

Public Works and Highways）等と協議していたがうまくいかず、地方政府（Local Government 

Units：LGU）が任意で実施している照明効率化プロジェクトに対して、UNDP が雇用する

コンサルタントがキャパシティ・ビルディングを行ったり、そのメリットを伝える普及啓

発活動を行ったりしている。その他 CFL ラベリングの証明書の発行も行う。 

 

2） Capacity Enhancement 
DOE の試験施設（Laboratory testing facility）に対して 200 万米ドル相当のテスト機材と

それを動かす技術者の費用を負担する。このほか、セミナーや技術移転を行う。 

 

3） Awareness 

CFL の広報活動であり、Component 5）の Lamp waste management を含む。 

 
4） Financing mechanism 

CFL を購入する人が資金源としてマイクロファイナンスにアクセスできるか、あるいは

プライベートセクターの大量購入によって、メリットがあるか、ローン保証などについて

の調査を実施した。 
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5） Lamp waste management 

CFL の水銀処理について、EIA のコンサルタントが現地でリスク調査を実施し、環境天

然資源省（DENR）に報告するプロジェクトである。 

 
（6）国連環境計画（UNEP）/スウェーデン国際開発協力庁（Sida） 

2002 年～2006 年にかけて、9 カ国を対象に GERIAP（Greenhouse Gas Emission Reduction from 
Industry in Asia Pacific）が実施された。フィリピンの担当省庁は DOST-ITDI で、トレーニン

グ教材の開発、エネルギー効率改善デモ事業、省エネ調査、産業界向けガイドライン策定等

が主な活動内容となっている。 

 
（7）ACE（ASEAN Center for Energy）/欧州委員会（EC） 

ACE は ASEAN 諸国におけるエネルギー管理士制度：AEMAS（Asian Energy Managers 
Accreditation System）の設立を計画している。ACE にはアジア 8 カ国（カンボジア、ベトナ

ム、ラオス、フィリピン、マレーシア、ミャンマー、タイ、インドネシア）が加盟しており、

本プロジェクトのプロジェクトリーダーは ACE インドネシア、またドナーは EC である。プ

ロジェクト期間は 48 カ月、フィリピンでは C/P として ENPAP が実施している。AEMAS は

以下を含む。 

1） エネルギー管理士とローカルトレーナーへのトレーニングと認証（Accreditation）を実

施する。 

2） AEMAS によって認定されたエネルギー管理士を雇用、もしくは省エネルギーを達成し

た最終消費者（工場、ビルなどの組織）には認定証（Certification）を付与する。 

ACE と駐ジャカルタ EC オフィスは 2009 年 12 月 21 日に AEMAS プロジェクト実施に向け

ての契約に合意した。プロジェクトは 2010 年 2 月 1 日に公式に始まった。また 2010 年 3 月

22～25 日にクアラルンプールでのキックオフワークショップがあり、AEMAS の計画に携わ

った専門家による AEMAS 初期研修も用意されている。本プロジェクトが終了する 48 カ月後

のことはまだ決められていない。 

 

（8）国連工業開発機関（UNIDO） 
Philippine Industrial efficiency project は DOE や DTI-BPS が中心となり（両者は現物出資）、

民間セクター（現金出資）、UNIDO-GEF（300 万ドル出資：現金出資）で、以下 2 本の省エ

ネプログラムを柱とするプロジェクトである（5 年間）。 

1） Industrial energy optimization 

セメント、食品、化学、テキスタイルにおける実証プロジェクトを行うもの。 

2） Energy Management standard（ISO50001）における IEC を行うものである。2010 年 2 月

現在、始まったばかりで PDD を UNIDO 本部に送り、最終承認を待っているところである。 
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第６章 フィリピンの省エネルギーにかかわる全体的な課題と 
協力の方向性 

 
６－１ 省エネルギー推進の必要性 

（1）エネルギー需要の増加 
今後のエネルギー需要量（2007～2014 年）については、第 3 章で述べたとおり年間 3.3％

で増加し、2014 年には 30.69MTOE に達すると予想されている。また石油の需要も、世界市

場における価格の高騰にもかかわらず、年間 3.1％の増加が見込まれている。こうしたエネ

ルギー需要の増加は、人口の増大や地方における工業の発展に起因するものであり、今後も

長期的な視点に基づいた省エネルギー活動の推進による需要抑制が必要である。 

 
（2）輸入エネルギーへの依存 

また、現状において、フィリピンのエネルギー調達は海外に依存せざるを得ない構造にな

っていることから、今後はエネルギー自給率を上げ、世界市場のエネルギー価格変動による

フィリピン経済の受ける影響を可能な限り低減させる必要がある。こうした意味からも省エ

ネルギー活動は極めて重要である。 

 

６－２ 省エネルギー活動を推進するうえでの課題 

省エネルギー活動を推進するうえでの課題は、次の点に集約される。 

1） 国家としての明確な省エネルギー政策・方針が提示されていない。具体的には国家として

の「省エネルギー推進に係る枠組み（方策・組織体制）」及び、その取り組み姿勢を示す「省

エネルギー法」が存在しない。 

2） 「省エネルギー法」が存在しないことに起因して、エネルギーを大量に消費する需要者（工

場等）に対して省エネ義務を課すことができない。 

3） また、「省エネルギー推進に係る枠組み（方策・組織体制）」及び「省エネルギー法」が存

在しないことから、省エネルギーを推進するためのさまざまな方策を、実効を伴う形で導入

することができない状況が続いている。例として、次のような方策などがあげられる。 
①エネルギー管理制度（エネルギー管理士育成を含む） 

②省エネに関する啓発普及活動・教育 

③高効率機器の利用・普及促進（ラベリングを含む） 

④エネルギー診断制度（エネルギー診断士育成を含む） 
⑤省エネルギーを推進するための基礎情報の収集と整理（データベースを含む） 

⑥省エネルギーを推進するための補助金・金融支援（ESCO 事業支援等を含む） 

 

６－３ 基本的な協力の方向性 

上記を受けて、本格調査においては、省エネルギー活動を推進するうえで抜本的な問題である

「省エネルギー推進に係る枠組み（方策・組織体制）の整備」と「省エネルギー法の策定支援」

を中心に行うべきである。 

省エネルギー法のなかに盛り込まれるべき事項については、国家としての省エネルギー政策・

計画を定め、定期的な見直しを行うことをはじめとして、前項 6-2 3）で述べた方策を、法律のな
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かで位置づけていくことが考えられる。他方、フィリピンにおける昨今の政策全体の方向性、と

りわけエネルギー（電力）分野における民営化の方向性を考慮し、省エネルギー分野についても、

官民の役割分担（官がどこまで監理するか、あるいは民間にどこまで任せるか）の方針を、本格

調査の早い段階で議論し、基本方針を決定すべきであると考える。また、こうした整理のなかで、

民間に委ねるべきと整理された事項についても、上記 6-2 で述べた省エネルギーを推進するうえ

で重要であると考えられる方策等については、可能な限り具体性をもった形で提案されることを

期待したい。 

さらに、省エネルギー法案が 1998 年、2002 年ともに議会に提出されながら、法制度化が見送

られていることを受けて、省エネルギー法成立に向けての障害を分析し、法律としての機能を保

ちながら、より成立しやすい内容としてまとめていくことが重要である。 
なお、法律策定支援へのアプローチに関しては、フィリピンの現状を踏まえながら省エネルギ

ー方策及びその実施に係る組織体制を十分に検討したうえで、それぞれを省エネルギー法案へ反

映することが望ましいと思われる。 

 
６－４ 本格調査を実施するうえでの参考情報 

（1）省エネルギー法策定支援 

1） DOE における政策立案と実施体制 

フィリピンのエネルギーに関する包括的な見通しと政策方針を示すエネルギー計画

（PEP）においては、①電力セクター改革の推進と②エネルギー自給率向上という 2 つの

課題が掲げられている。エネルギー自給率向上に関する政策として、国内産化石燃料開発

や再生可能エネルギー開発と並んで、省エネプログラムの強化（Strengthen and enhance 

energy efficiency and conservation program）が示されている。また、省エネによって 10 年間

（2005～2014 年）で 19.8MMBFOE（2.9MTOE）のエネルギー消費を抑制することを目標

としている。また、同計画内のエネルギー需要予測のなかでは 4.07～4.66％の省エネ効果

が織り込まれている。 

DOE はこれら目標設定の下で省エネ政策を策定し、省エネ促進プログラム（NEECP）等

を通じて具体的なエネルギー節約につながる効果的な行政的対応を担っている。省エネ政

策を具体的に担当する部署としては DOE の EECD（Energy Efficiency & Conservation 

Division）が存在する。職員数は 17 名（うち 16 名が技術者、1 名は事務系職員）と、DOE

全体の職員数 581 名に対して相応の人員が割り振られている。 
 

2） 省エネルギー法の経緯 

フィリピンでは、1980 年に他の ASEAN 諸国に先駆けて省エネ法を制定したが、マルコ

ス政権崩壊後の 87 年に失効し、その後は法案化が何度か試みられたものの現在まで成立

していない。DOE としては省エネ法を通すことで省エネ政策に権威と強制力をもたせ、

NEECP の実効性を高める意向である。2008 年 1 月のエネルギーサミット後には、DOE は

省エネ法案の早期提出を組織目標としているが、いまだに成立していない。 

 
3） 関係機関との連携 

フィリピンでは電力産業が民間部門に移ったこともあり、エネルギーの大半は民間セク
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ターにより需給されていて政府による関与は限定的なため、民間組織からの協力取り付け

と緊密な連携が省エネ政策の有効性を確保するために不可欠である。現状の DOE には民

間部門との連携能力が乏しいことから、調査実施にあたっては、M/M（2010 年 2 月 22 日

付）において、合同委員会（Steering Committee）の設立を DOE との間で確認している。 
関係機関との連携を考えるうえで、行政機関では、DOST（PCIERD 及び ITDI）との連

携が重要である。DOST は民間企業に対してエネルギー診断サービスを実施しており、省

エネセンター設立構想ももっている。DOE は省エネ政策の上流部を担う一方、民間へのア

クセスや省エネ技術者の点で現状としては不十分である。DOST は民間産業部門との窓口

としての機能が期待でき、省エネ技術者も抱えていることから、DOST を巻き込むことで

有益な補完関係が成り立つ。 
民間については、省エネ政策がもたらす利害関係は存在するものの、民間の関心を高め

協力関係を築くことは政策実施上の必要条件である。ENPAP 等の省エネ業界団体やフィリ

ピン商工会議所（PCCI）、フィリピン産業連盟（Federation of Philippine Industry：FPI）、フ

ィリピン食品加工輸出事業者協会（Philippine Food Processors & Exporters Organization, 
Inc.：PHILFOODEX）等の業界団体からの協力を取り付け、民間のノウハウを活用するこ

とが重要である。 

 

（2）エネルギー管理制度 

現在の省エネ法案（House Bill 4849）を見ると、エネルギー消費量が一定以上の大規模消

費者に対して、国家資格を有するエネルギー管理士の配置を義務づけることが対策として記

載されている。エネルギー管理士の資格取得、定期的なトレーニングを義務づけることによ

り、質の高いエネルギー管理ができる体制を確保することができるとしている。 

エネルギー管理制度を支えるエネルギー管理士の人材育成制度（国家資格の制定と運用、

場合によっては、試験やトレーニングの実施）においては、フィリピン側の投入（人、物、

金）が課題となるが、この制度設計は、省エネルギー法も最も重要な構成要素となると考え

られる。 
また、EC による ASEAN 諸国に対するエネルギー管理士制度への協力も開始されており、

この仕組みの活用も検討課題とすべきである。 

 

（3）エネルギー診断制度 
エネルギー診断については DOST-PCIERD、DOST-ITDI、ENPAP 等、官民さまざまな機関

により実施されている。こうした状況を踏まえ、エネルギー診断の質的向上を図るためには、

公的な資格として認定された技術者を増やすべきであるという意見もある。 

エネルギー診断については、多くの民間機関により実施されている現状や、エネルギー分

野における民営化（民間の活用）の動向を踏まえ、官民の役割分担を慎重に検討すべき分野

だといえる。資格認定は民間組織が行う、あるいは資格制度を設けず市場に委ねる（質の低

いエネルギー診断は市場から淘汰される）という選択肢も考え得る。 

他国に目を向けると、エネルギー診断の義務化は、近年のエネルギー価格の高騰を受けて、

インド、タイ等の開発途上国のみならず、オーストラリア、台湾等先進国でも導入されてい

る。エネルギー診断の義務化の内容は、World Energy Council によると、表 6-1 に示す内容が
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推奨されている。診断義務化によるメリットとしては、数多くの需要家を対象に、短期間で

省エネ対策導入をコンサルティングすることができるが、デメリットとして需要家からコス

ト増大を招くものとして、反発を受ける可能性がある。このため、義務化の程度（どれだけ

厳しいペナルティを賦与するか）、仮に導入を検討する際には、十分民間からの意見に配慮す

る必要がある。 

また、仮にエネルギー診断を義務化した場合に想定される問題として、企業側（特に華僑

系）が外部の民間技術者や、ESCO へ診断に必要なデータを開示しない可能性がある。 

 
表６－１ エネルギー診断義務化の内容 

 
 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
出典：Energy Efficiency Policies around the World, World Energy Council, 2008 

 

（4）省エネルギーデータベースの整備 

省エネルギー政策を推進するうえで必要なデータの内容や活用方法、開示方法等の検討を

行い、データベースの概念設計を行う。その際には実施機関のデータ収集能力に見合った内

容とすることが極めて重要である。また、DOE 内部及び DOST や ENPAP、また国家統計局

（NSO）との情報共有の可能性も検討してほしい旨、フィリピン側はコメントしているが、

すべては DOE の実施能力の範囲内で実施することがポイントとなる。 
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